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１．研究の背景と目的
　2011年に発生した東日本大震災において、現在も東北を中心に全国で約29万８千人が避難生活
を送っている。（復興庁発表2013年６月18日現在）福島県では地震・津波・原発によって被災し、
現在県内外合わせて約14万４千人が避難生活を送っている。（福島県災害対策本部発表2013年９月
27日現在）特に原発周辺の富岡町、大熊町などの相双地域の住民は今後十数年、それ以上の間一
時帰宅は可能であっても自宅に戻り暮らすことは不可能という見解が強く、長期的な避難生活が予
想される。
　それらの市町村から近い広野町は、2011年９月に政府による緊急時避難準備区域の指示が解除
され、また2012年３月には町長からの避難指示が解除されており、町に戻り住むことが可能と
なっている。町立の小中学校も同年８月末から再開し、徐々にではあるが、町へ住民が戻ろうとし
ている。（2012年11月28日現在：広野町の総人口5,237人中、町内居住者数608人、2013年４月30日
現在：総人口5,191人、町内居住者数1,004人、2013年８月31日現在：総人口5,195人中、町内居住
者数1,153人）
　しかし除染の問題も未だ根本的解決に至ってはおらず、健康への影響を心配して戻ることを躊躇
している人や、除染や復旧工事の業者の出入りからの治安への不安、生活インフラの整備への懸念
など全町民が帰還し、復興に向けて動き出していくには課題は尽きない現状がある。
　広野町の方針としては、今後の福島第一原発周辺、双葉郡の復興の拠点として広野町の復興まち
づくりを行っていくとしている。（広野町復興計画（第一次））元いた町民の意向だけでなく、双葉
郡の他の市町村から移住するもの、作業員の定住などがあることが予測できることから、震災前の
広野町への復興ではなく、原発事故対応、双葉郡全体の復興に向けたまちづくりに変わることが推
測できる。
　既に町に戻っている住民、県外に避難している住民、県内の応急仮設住宅、借上げ住宅で町の様
子を見守り、自身の今後を考えている住民、様々な事情を抱えながらも、ゆくゆくは広野町に戻った
際、町の復興に向けて住民が主体的に活動していくことがより早い復興につながっていくと考える。
　被災によって町のコミュニティは崩壊、あるいは希薄化し、長ければ一年以上の各自の避難生活
の中で何らかのコミュニティに属していたと考えられる人びとが町に戻り、再び復興に向けた新し
いコミュニティを形成していかなければならない。
*¹ NPO法人宇都宮まちづくり市民工房　　*² 宇都宮大学教育学研究科家政教育専修２年
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　先行研究では、阪神淡路大震災時に高齢者等の孤独死（孤立死）の問題が発生してから応急仮設
住宅におけるコミュニティづくりの必要性は指摘されⅰ、その後の新潟中越地震などの震災時では
応急仮設住宅でのコミュニティづくり支援に関して、居住者層の年齢の偏りが起きにくいよう配慮
されたり、住宅の立地状況の改善や、集会所・談話室の設置などの改良とその効果について検討さ
れているものがある。ⅱ
　しかし多くは応急仮設住宅の設備面に関する研究であり 、震災による心のケアに関しても、ア
ンケートなどによりケアが必要であることは分かっても、その活動の具体的な内容や、実施すべき
適切な時期（その時期に実施した理由）などに関する先行研究は見当たらない。 また、基本的に
避難生活内で発生した問題に対する支援についての報告が多い。ⅲ
　本稿では、今後も震災発生時、あるいは平時でも地域それぞれの抱えるコミュニティの希薄化・
崩壊への課題解決、地域の維持・発展のために、住民の自主的活動を誘発できる支援活動のあり方
について考察する。特に、応急仮設住宅集会所という場に限定することで、より具体的な提案を行
い、実際の支援活動に生かせるようにしたい。
　応急仮設住宅の住民の多くは、自治体に寄り添いながらの生活をすることを望んだ、あるいは自
立した生活することができず、仮設での生活をせざるを得ない、高齢者や若年夫婦世帯である。そ
のため、ゆくゆくは再びまちに戻ることを選ぶ住民も多いと思われる。
　まちのよりよい復興のためには住民のまちづくりへの自発的、積極的参画が求められてくる。
　本稿における復興まちづくりとは、地域の市民、行政が活動の主体ではあるが、被災によって地
域の人材等の資源不足、また義援金等の復興支援の助成も行われている現状から、地域の復興とい
う目的のために様々な団体、支援者が協働、参画して行うまちづくりを指す。ⅳ
　そこで、まちに戻ってからではなく、現在の応急仮設住宅での長期的避難生活から、そうした住
民の自発的活動を誘発する支援を行っていければ、より早い復興を実現していけるのではないかと
考えた。
　応急仮設住宅集会所は、仮設団地100戸につき１戸設置されている施設である。運営状況は各震
災、設置自治体によって様々であり、そこで行われている支援活動も地域によって格差が生じてい
る現状がある。運営形式としては主に①仮設住宅住民の自治会等による管理・運営②ボランティ
ア、NPO等支援団体による運営③設置自治体から委託された臨時職員が、自治体の指導下で運営
④常駐職員等がおらず、殆ど利用されていない、等が挙げられる。
　しかし、先行研究、今回の東日本大震災での支援活動事例において、集会所は住民にとって生活
再建や生きがいづくり、情報収集、共有、復興に向けたコミュニティづくりの拠点機能を有してい
ることが明らかにされている。ⅴ
　本稿では、福島県いわき市内にある広野町の応急仮設住宅団地の一つの応急仮設集会所で継続的
に行ってきた支援活動を事例に、具体的に自治体や被災住民がどのような課題を抱えており、どの
ような団体からどのような支援活動が行われ、それらが住民にどのように影響を与えているのかを
調査、分析し、まちづくり参画とまでいかずとも、被災から立ち直るきっかけになったり、住民の
自発的活動を誘発する支援活動のあり方の一例を考察、提案することを目的とする。
２．過去震災に関する先行研究
　前述の通り、応急仮設住宅に関する先行研究では阪神淡路大震災以前から、ハード面（住みやす
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さ、設備面、供給システム）に注目したものが多く、阪神淡路大震災から、仮設や復興住宅での孤
立死の問題から、応急仮設住宅のコミュニティづくりの重要性が提起されはじめるようになった。
新潟中越地震においては、阪神淡路大震災等の過去の震災を教訓に、コミュニティづくりのための
多くの改善がなされているといった分析も行われている。しかし入居者を同じ地域で一つの団地に
住まわせたり、集会所を設置したり、住宅のドアを向い合せにしたりなど、制度やハード面の改善
についての調査項目が多く、入居後のコミュニティづくり支援についての研究は殆ど見つけられて
いない。
　三宅島噴火災害は、４年半という長期避難生活、その間の一時帰宅も困難な状態だったことが、
今回の原発事故の被災地と類似していることから先行研究を調べたが、応急仮設住宅自体は建設さ
れておらず基本都営住宅での避難生活であり、そこでのコミュニティ維持ということで、ふれあい
農場や定期的イベントに関する研究が多く、生きがいづくりの重要性を再確認することはできた。
　東日本大震災に関する研究もすでに多々発表されているものの、宮城や岩手など津波被害の甚大
な地域の復興に関する研究が目立ち、福島での実践的研究は殆ど見つけられていないことから、本
研究の独自性も見いだせると考えている。
３．研究手法
　研究手法は文献調査、現地調査、聞き取り調査、支援活動およびアクションリサーチであり、調
査と支援活動を並行的に行い、過去震災被災地での現地調査及び聞き取り調査から得た知見を、東
日本大震災被災地での支援活動及びアクションリサーチに生かすことに留意する。
表１　研究手法まとめ
実施日・期間 調査対象・場所 内　　容
文献調査 2011年９月～ 研究論文、政府関連HP、
自治体HP、学会誌等
災害時の支援事例研究
用語の定義等調査
福島県いわき市の現
地調査
2011年９月30日
10月３、４、17、31日
いわき絆づくり支援セン
ター職員及び支援員
いわき市内応急仮設住宅
いわき絆づくり支援セン
ターへの同行調査
被災地の現状把握
応急仮設住宅集会所
イベント内での聞き
取り調査
2011年11月～
2013年９月
（43回実施）
いわき市常磐迎第二応急
仮設住宅集会所内イベン
ト参加者
広野町民のコミュニティ
や地域に対する意識の分
析、現在の避難生活にお
けるニーズ把握
支援活動からの課題抽出
広野町の現地調査 2011年11月29日
2012年７月27日
福島県広野町 被災地の現状把握
気仙沼市現地調査 2013年２月15日 宮城県気仙沼市
被災地の現状把握
気仙沼市教育委員会防災
教育に関する研究発表会
参加
三宅島現地調査及び
聞き取り調査
2012年11月30日
～12月３日
東京都三宅村役場職員
観光協会職員
長期避難の事例研究
復興現状調査
（次ページへ続く）
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新潟県長岡市現地調
査及び聞き取り調査
2012年11月６、７日
2013年４月15日
新潟県長岡市　旧山古志村
長岡震災アーカイブセン
ターきおくみらい職員
復興現状調査
震災事例研究
兵庫県神戸市現地調査
及び聞き取り調査
2013年３月29日
～30日
兵庫県神戸市人と防災未来
センター
被災地NGO協働センター
復興現状調査
震災事例研究
支援活動事例調査
４．過去被災地での現地調査
（１）現地調査の概要
　過去震災地での現地調査として、新潟県長岡市、東京都三宅村、兵庫県神戸市で現地の現状観察
と、被災から復興までの様子について聞き取り調査を行った。この調査は各災害の特徴や被災から
復興までの課題やその解決に向けた活動、支援事例を聞き取ることで、東日本大震災含め今後の震
災時の応急仮設住宅における支援活動のあり方を考察することを目的とする。
（２）現地調査結果
■兵庫県神戸市
　1995年に発生した阪神・淡路大震災は、関東大震災以来の災害、戦後最悪の災害といわれ、自
然災害に対する都市部の脆弱性を露見させた災害であった。
　特徴としては、行政機関も被災地が市街地であったため応急仮設住宅のまとまった用地確保が難
しく、公的な応急仮設住宅は埋め立て地や郊外、市外に建設された。生活に必要な施設が不足、皆
無の環境に住宅が設置されたため、生活するうえでも不便が生じ、入居者も元々の地域コミュニ
ティが分散して希薄になってしまった状態で新たなコミュニティ形成するための施設やイベントも
ないため、自力建設による応急仮設住宅も多く建設された。自力仮設が集中した地域では生活の質
を維持し、コミュニティ形成のための施設も併設してあるなどの配慮が成されているが、当時はこ
うした自力建設の応急仮設住宅への公的な支援のあり方などの課題が山積した。
表２　阪神淡路大震災概要
災害日時 1995年１月17日午前５時46分
震源 淡路島北部
最大震度 震度７　M7.3
死者 6434人
行方不明者 ３人
全壊家屋 10万4906棟
半壊家屋 14万4274棟
応急仮設住宅設置期間 1995年７月～2000年１月
応急仮設住宅設置戸数 653団地49681戸
　内閣府HP阪神・淡路大震災教訓情報資料集を参考に筆者作成（2012年１月時点）
　阪神淡路大震災被災地である兵庫県神戸市での現地調査及び聞き取り調査から明らかになったの
は、当時の避難生活と比べ、今回の東日本大震災では様々な問題が改善され、支援や設備が充実し
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てきていることである。それは量的なものだけでなく、質的なもの、支援の多様化なども挙げられ
る。阪神淡路大震災の際は、応急仮設住宅での生活よりもその前後の避難所や復興公営住宅での生
活が長期間であった傾向があった一方、東日本大震災では、仮設建設当初から原発の問題や津波被
災地では高台移転の問題等によりまちの復旧・復興に時間がかかり、応急仮設住宅で暮らす期間が
長期になると見込まれていた故に、支援団体もそれを考慮した活動展開をしたとも考えられる。し
かしそれ故に、被災者側が支援を受けて当たり前、という意識持ってしまう部分も出てきているこ
とも考えられる。なお、阪神淡路大震災では、集会所という名称ではなく同様の機能として「ふれ
あいセンター」というものが仮設設置後に隣接して設置されたことから、これらを比較対象等とし
て用いている。
■東京都三宅村
表３　2000年三宅島雄山噴火災害概要
災害日時（全島避難決定日）2000年９月１日
全島避難期間 2000年９月～2005年２月
全壊・大規模半壊家屋 180件
半壊・一部損壊家屋 144件
応急仮設住宅戸数 ０戸（公営住宅が活用された）
　 三宅村公式HP『三宅島噴火災害の記録　三宅島噴火2000 ‐ 火山との共生 ‐ 』を参考に筆者が
作成（2008年２月時点）
　三宅村での現地調査から明らかになったのは、三宅島の雄山噴火自体は約20年周期で昔から発
生しており、島民には火山と共生してきた歴史があるということだった。現在もガスが発生してい
るため、今後どうなっていくかはわからない状態だが、火山や豊かな自然を観光資源に、島民を増
やしたり、観光客を呼び戻していきたいと考えているようだ。
■新潟県長岡市
表４　新潟県中越大震災概要
災害日時 2004年10月23日午後５時56分
震源 中越地方
最大震度 震度７　M6.8
死者 68人
行方不明者 ０人
全壊家屋 3175棟
半壊家屋 11643棟
応急仮設住宅設置期間 2004年11月～2007年12月
応急仮設住宅設置戸数 63団地3460戸
　新潟県HP『平成16年新潟県中越大震災による被害状況について（最終報）』を参考に筆者作成
　（平成21年10月15日現在）
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　新潟中越地震の被災地である新潟県長岡市の聞き取り調査から明らかになったことは、被災地の
多くは中山間地域で元々のコミュニティはかなり密であったこと、仮設入居が集落ごとで行えたこ
とで、既存コミュニティが維持され、元の地域に戻ろうという意識を常に持ち復興に向けて避難生
活を過ごしていけていたことなどがある。また、支援員の存在が住民同士をつなぎ、孤立死防止に
もつながったと思われる。現在も復興のさなかといえ、震災以前から抱えていた集落の高齢化、過
疎化等の問題に向けて取り組んでいるということがわかった。
（３）過去被災地現地調査からの考察
　３つの過去被災地での調査の中で特に重要だと考える支援のあり方の視点としては、神戸市の調
査では被災者一人一人の活力を取り戻すためのきっかけは異なるため、とにかく多様な支援を行っ
ていくことが挙げられる。三宅島では長期的避難生活での継続支援活動は震災の記憶を風化させな
いことにもつながり、住民の心の支えにもなることから非常に大切であるという意見が聞き取れ
た。また、長期間帰還できなかった場合、帰宅してすぐ復興とは当然いかず、住宅の整備等の支援
も必要になってくる点もある。長岡市では、支援を受けるだけから、参加、参画していけるような
支援になっていくことが理想的であるという意見を得た。
　こうした知見を、いわき市常磐迎広野町応急仮設住宅集会所での支援イベントひろのカフェでの
活動に出来る限り生かし、更にこれからより反映させていくための方策を検討していく。
５．東日本大震災概要
表５　東日本大震災概要
災害日時 2011年３月11日午後２時46分
震源 三陸沖
最大震度 震度７　M9.0
死者 １万8703人（2013年９月１日現在）
行方不明者 2674人
全壊家屋 12万6574棟
半壊家屋 27万2302棟
応急仮設住宅設置期間 2011年４月～
応急仮設住宅設置戸数 919地区53169戸
　国土交通省応急仮設住宅着工・完成状況および総務省消防庁HPより『東北地方太平洋沖地震（東
日本大震災）（第148報）』（2013年９月９日発表）を参考に筆者作成
　東日本大震災の震度、規模等は上の表の通りである。2011年３
月11日に発生、マグニチュードは9.0、最大震度は７、死者は約
１万６千人、地震による被害以上に、津波や原発事故による二次
災害がより甚大な被害をおこした。応急仮設住宅完成戸数は全国で
53169戸、仮設住宅団地数は919地区、うち福島県は16695戸180地
区が設置されている。
図１　避難指示区域の概念図（2013年５月現在）
（http://www.kantei.go.jp/saigai/pdf/20130507gainenzu.pdfより参照）
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　本稿において支援活動及び現地調査、聞き取り調査を実施している応急仮設住宅住民の被災自
治体である広野町は福島県の沿岸部、いわき市と隣接した双葉郡最南端にある町である。人口は
2013年８月時点で5195人、うち町内居住者は1153人で、残りの多くはいわき市、あるいは福島県
内、県外で避難生活をしている。
　上図は、避難指示区域の概念図である。広野町は死者数、津波被害は比較的軽微だったが震災当
初、福島第一原発から30㎞圏内であったため町長から避難指示が出された。2012年３月末には解
除されたが、線量が依然として高めであること、広野町は町内の除染作業、復旧工事の作業員だけ
でなく、立ち入り禁止区域での作業に向かう準備の拠点にもなっており、町民は、見慣れない人が
大勢町内にいる状態に不安を抱き、町に戻ることをためらっている現状がある。
６．福島県いわき市内広野町応急仮設住宅における支援活動とアクションリサーチ
写真1　いわき市常磐湯本第二応急仮設住宅
（2012年８月６日筆者撮影）
図２　広野町応急仮設住宅の分布図
（広野町公式HPを参考に筆者作成）
（１）広野町応急仮設住宅
　広野町応急仮設住宅は、いわき市内と広野町内に合わせて11団地804戸が建設されている。支援
活動（以下『ひろのカフェ』）を実施しているのは、約140世帯が暮らしているいわき市の常磐湯
本地区の応急仮設住宅集会所である。常磐線JR湯本駅からも徒歩で行くことが出来、車があれば
通院や買い物には困らず、地元の学校や幼稚園も近い、比較的立地がよい仮設団地である。
（２）ひろのカフェ概要
図３　ひろのカフェの体制（筆者作成）　　
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　ひろのカフェはいわき市常磐湯本地区の応急仮設集会所で月に１～２回午前10：30～15：30ま
で開催している。2011年11月から開始、2013年９月時点で43回実施してきた。主な活動内容は、
大人対象にコーヒーや紅茶などを提供、子ども対象に駄菓子の提供、定期的にバルーンアートのプ
レゼント、その他ニーズや宇都宮からの参加者によって柔軟にイベントを企画・実施している。チ
ラシを毎月作成し、仮設の各戸に配布してもらっている。誰でも、一人でも気軽に来てもらいお茶
を飲める場、住民同士の交流や話し相手がいる場として、ニーズに合わせて継続的に、多様な支援
をしていきたいというのが主な活動方針である。
　ひろのカフェは、上図の通り、宇都宮まちづくり市民工房と、宇都宮大学学長支援プロジェクト
の二つの組織で共同運営をしている。宇都宮まちづくり市民工房は、集会所管理人との連絡等手続
き関連、職員の方や宇都宮の市民活動団体が同行して臨時的イベントの実施等を行い、宇都宮大学
学長支援プロジェクトでは、学生ボランティアが参加しイベントの補助、カフェ、駄菓子屋運営、
チラシ作成等を行っている。これらの活動の中で被災者に負担をかけないよう、長期間傾聴の中で
の聞き取り調査、ニーズ抽出を行い、信頼関係をある程度構築できた常連化した住民の方から個別
に聞き取り調査等を行った。
写真２　集会所外観
（2011年10月31日筆者撮影）図４　常磐湯本応急仮設住宅集会所　平面図（筆者作成）
　　　写真３　ひろのカフェの様子
　　　　（2012年５月７日筆者撮影）
写真４　ひろのカフェの様子
（2012年10月22日筆者撮影）
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　上写真はひろのカフェ実施時の常磐仮設の集会所の様子である。集会所では、普段は毎朝ラジオ
体操が行われたり、管理人によって生活に関する情報が掲示されていたりする。常駐の検査員に
よって、住民の持ち込んできた食品の放射線量を測定することができる機械も設置されている。各
種団体のイベント、住民主体の夏祭り開催の場になっている。
　図４はひろのカフェ実施時の集会所の簡単な平面図である。大人対象にカフェスペース、子ども
対象に駄菓子屋スペース、バルーン製作コーナーを設けている。
（３）支援活動およびアクションリサーチからの考察
　約１年半の支援活動のまとめは以下の表の通りである。
　カフェでの支援する側される側という関係に大きな変化がないのが現状の課題である。支援の形
態としては、物資支援やカフェなどの①提供・サービス型、工作や料理教室、講座等の②参加型、
支援団体と住民が協力して一つのイベントの企画から運営までを行う③協働・参画型などがある
が、そうした支援から徐々に住民のみで住民主体に自立して活動していけるようにすることが理想
的である。しかし、カフェという場が、住民同士の交流、情報交換、休息の場、外出の機会の一つ
にもなっており、また、高齢者、若い主婦層、子ども等多様な世代の人が利用しやすい形式である
ために、世代間交流にも影響を与えているのではないかと考えられる。
表６　2013年６月までのひろのカフェ活動まとめと考察
状況 考察
カフェ
常連の利用者が20
～30人いる（主に
高齢者）
他に住民で集まって話す場所・イベントがないため、情報交換や、交流の場
として活用されている。
お互いが顔見知りになりつつあり、WSや聞き取り調査もしやすい状態になっ
てきている。男性の利用が少ないため、今後男性が新たに参加しやすいカ
フェづくりも検討していく必要がある。
駄菓子屋
常連の利用者（子
ども）が10～20人
いる
仮設周辺の遊び場不足もあり、また別の学校の子どもとの交流の場としても
活用されている。小学１～４年生が多いため、WS等は難しいが、質問の仕方
を考えれば、意見を集めることはできるのではないかと模索中。子ども参画
のまちづくりも視野に。
バルーン
鑑賞、遊び道具と
して大人・子ども
から人気
バルーンを作っているＯ氏の認知度がひろのカフェ内で恐らく最も高い。生
活に彩りを与え、興味のある人は一緒に作ったり、遊ぶ中で交流を深めてい
る。季節に合わせた創作バルーンアートづくりが、会話の話題としても良い
刺激になっているようだ。
折り紙カフェ
新聞紙バッグ制作
寺子屋
水鉄砲大会
クリスマス会
折り紙は難易度によるが会話しながら出来る手作業で、高齢者も若い主婦の
方にも好評である。しかし意見としてもっと実用的な活動をしたいというこ
ともあったため、検討中。
子ども向けの季節ごとのイベントは、事前に住民の予定等を把握しておくこ
とで効果的なものになると思われる。お祭り、イベントは日常の刺激にはあ
る程度必要不可欠であると開催してみて実感する。大人子ども問わず、適度
に体を動かせる活動のほうが生き生きとしている。
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７．まとめ
　阪神淡路大震災では、仮設住宅の入居者以外の被災者にとっては、避難所の方が馴染みがあり、
基本的には、仮設住民以外の被災者は利用していないと思われる。応急仮設住宅への入居は、様々
な地域から一つの仮設へ行われたため、既存のコミュニティの崩壊、高齢者層の入居に偏った仮設
団地は、新しいコミュニティを形成する力も生まれにくい環境にあった。被災地が都市であり、
元々の地域コミュニティも希薄であったところもある一方、震災以前から地域のつながりが強く、
まちづくりにも関心のあった地区では、震災以後の復興まちづくりもより活発に行われていった。
　新潟中越地震では被災地域が広域ではなかったこと、被災地が中山間部の農村地帯で、元々地域
のつながりが密であったことから、阪神淡路大震災での教訓を受けて、仮設入居の多くは、同一地
域で同じ仮設団地にまとまって入居する形式がとられた。ばらばらの地域から集められた仮設住宅
団地であっても、生活支援員の活動や、仮設団地の自治会長（班長）が積極的に住民同士との交流
を図る事例もあった。また、再び元の集落に戻り、地域を復興させるという目標を掲げ、多くの住
民が仮設住宅での生活を送りながら、村の復旧計画について話し合ったり、復旧工事に携わること
も多かった。
　集会所は、交流イベント、外部からの支援イベントのほかに、そういった復興に向けた住民の話
し合いの場として活用された。ただ、聞き取り調査で、旧山古志村の復興が注目を浴び、他の地域
住民の住む仮設に比べて支援が多かったことなども明らかになった。いずれにしろ、集会所の利用
状況については、やはり、震災から１年、あるいは仮設入居から１年など時間経過と共に、外部か
らの支援活動が激減していく様子が資料館の資料からわかった。ただ、外部からの支援活動に関し
ては、ずっとあればいいというものでもなく、元々「出来ることは自分たちでやる」という意識で
過疎化の問題を抱える集落で支え合って生きてきた住民からすれば、やってもらってばかりは申し
訳ない、という気持ちが大きくあり、仮設でも、自分たちで出来ること、仮設の近くに作っても
らった農園等での農作業など、生きがいづくりにつながる活動も積極的に行われていたようだ。
　三宅島では、基本的に、４年半、全島避難を強いられた島民たちだが、仮設住宅ではなく、都の
公営住宅に住む人が殆どだったという。そのため、集会所のような、人があつまる場所はなかった
が、定期的にイベントや祭、帰島に向けた説明会が開催され、それをきっかけに、他の島民と交流
する機会があったと考えられる。
　広野町の常磐仮設では、自治体から委託を受けた派遣職員が管理人として常駐しているが、住民
に対する対応、職務内容に対する認識が人により異なること問題にあると考えられる。絆づくり支
援員や自治会との連携不足、集会所の活用方法が浸透していないためか、住民が使用することは少
ない。仮設住宅入居期限は来年度の春まで延長されているが、原発の動向により今後どうなるかは
まだ不透明なままであり、高齢者の方の中には、元々地元の周辺に人が少なく寂しかった地域に戻
るよりも、買い物なども便利で、友人や人と会う機会の多い仮設に住み続けられる限り住んでいた
いと考える人もいる。
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表７　過去被災地での応急仮設住宅集会所の機能等のまとめ
応急仮設での生活
集会所利用について 支援活動のあり方
復興に向けた取り
組み 印象的な支援団体
阪神淡路大震災 管理運営にばらつき
があり、仮設でのコ
ミュニティは希薄で
あることが多かった
ボ ラ ン テ ィ ア 精
神、 意 識 の 共 有
「支援してあげる」
という意識を変え
る必要性あり
防災教育
情報発信
被災経験を語り継
ぐ大切さ
学生ボランティア
新潟中越地震 多くが同じ集落で集
められた仮設に入居
→元の地域に戻ると
いう共通意識で話し
合いなどを活発に
行った
生活支援相談員や仮
設自治会による集会
所管理・運営が主
だった
「出来ることは自
分たちでやる」と
いう被災者の意識
を尊重
地域、仮設団地に
よる支援の格差を
なくす
震災以前からの中
山間地域の過疎化
に対する対策
社協、生活支援相
談員、ボランティ
ア
三宅島 都営住宅団地での
避難生活だったた
め集会所等は無かっ
たが、定期的な村民
集会や農園運営等に
よって交流、情報共
有が行われた
継続的な支援活動
の重要性
観光することによ
る支援もある
火山との共生
性別、世代等村民
がコミュニティの
中で何かしらの役
割を持つことが維
持につながる
東京都、避難先の
区の支援
ボランティア支援
NTTの電話帳や、
テレフォンカード
の配布支援
　過去の被災地、今回の東日本大震災での被災地の応急仮設住宅集会所の利活用状況を見ると、震
災の規模や入居期間を問わず、基本的に応急仮設住宅集会所には以下のような機能が挙げられる。
　・支援物資の保存・配布拠点
　・支援団体によるイベント実施の拠点
　・住民同士の交流の場
　・生活再建に向けた取り組みのための拠点
　・各種情報収集の場
　特に、集会所を利用する人の多くが情報や、人との会話、交流を求めてやってきている。そうし
た人によって、普段諸事情によって集会所を利用しない、できない住民にも情報が渡っていく。
　ひろのカフェの利用者は応急仮設住宅内の全体の人数からすれば少ない割合であるかもしれない
が、集会所を利用する人を通じた情報交換によって、応急仮設住宅全体の様子や住民のニーズもあ
る程度把握することは可能であると考える。
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図５　集会所を拠点とした支援体制模式図
　更に、これまでの応急仮設住宅集会所での支援活動において、共通する問題としては以下のこと
が挙げられる。
　・各仮設住宅集会所によって利活用に格差が生じる
　・管理・運営体制によって、活用状況も大きく変化する
　・長期化する避難生活によって、世間の震災に対する記憶の風化、一定時期からの支援活動の減少
　・支援団体同士の連携不足
　・情報伝達不足による、ニーズに合わない支援活動
　また、今回の東日本大震災で特に多い借り上げ住宅、みなし仮設で生活する住民への支援につい
ても、近接する集会所は重要な場となると考えられる。自治体の情報を得られる手段が、仮設住宅
と比べ限られる借上げ住宅は、近隣との関係づくりも難しく実態把握も容易ではない。そうした住
民に対しての支援のあり方は、仮設内での孤立死以上に今後問題になる課題であると考える。
　本稿で私が提案したいのは、上図のような支援体制である。集会所という場をより広く被災者、
支援団体に認知してもらい、自治体と支援団体が連携して支援を行う。応急仮設住宅内の住民同士
の長期避難生活に向けた新しいコミュニティを形成するだけでなく、被災後避難によって崩壊、希
薄化している元の地域のコミュニティを、支援の輪と集会所の場と住民同士で細くとも維持してい
くことが、どのような状況にも対応できる減災のためのコミュニティとなると考える。被災した地
域が復旧してきている場合は、町内にも住民同士の交流の拠点づくりを行い、応急仮設住宅団地集
会所と町内拠点を相互に行き来しながら、その人自身の仮設退去後の展望や復興まちづくりを考え
ていくことができるのが望ましい。
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